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第 10 回メタネーション推進官民協議会 

 

日時 令和５年２月 24 日（金）15：00～17：00 

場所 オンライン開催、経済産業省別館 525 会議室 

 

議題 

１． 開会 

２． 議題 

・メタネーションに係る国内外の動向等について 

・技術開発・実証、プロジェクト等の取組について 

３． 閉会 

 

議事内容： 

○野田ガス市場整備室長  定刻になりましたので、ただいまから第10回メタネーション

推進官民協議会を開催いたします。本日は御多忙のところ出席いただき、ありがとうござ

います。 

 今回も現在の状況に鑑みまして、ウェブ会議を併用することといたしました。このため、

本日、山内座長は対面での御出席、それ以外の皆様におかれましてはウェブ会議を通じて

の御出席をいただいております。 

 また、傍聴者につきましても、前回同様会場ではなしとさせていただき、インターネッ

ト中継による公開を行ってございます。 

 次に、本日の資料の確認をさせていただきます。事前に資料をお送りしておりますけれ

ども、議事次第を御覧いただければと思いますが、資料１が議事次第そのもの、資料２が

委員名簿、資料３が私ども資源エネルギー庁からの説明の資料、資料４ということで制

度・国際動向に係る各省、各社等からの御説明資料ということで、４－１が環境省様、４

－２が国土交通省様、４－３が日本ガス協会様で、４－４がみずほリサーチ＆テクノロジ

ーズ様の資料となってございます。また、資料５のシリーズとして技術開発・実証、プロ

ジェクトに係る各社等からの御説明の資料ということで、５－１が日立造船様、５－２が

ＩＨＩ様、５－３がＩＮＰＥＸ様、５－４がＪＯＧＭＥＣ様、５－５が大阪ガス様という

ことで準備をさせていただいております。 
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 そして、参考資料１といたしましてＧＸ実現に向けた基本方針、参考資料２が総合資源

エネルギー調査会のガス事業制度検討ワーキンググループの前回使いました資料というこ

とでおつけさせていただいております。 

 それでは、以降の議事進行につきましては山内座長にお願いいたします。よろしくお願

いいたします。 

○山内座長  承知いたしました。山内でございます。よろしくお願いいたします。皆様

お忙しいところ御参加いただきまして、ありがとうございます。 

 きょうの議題ですけれども、議事次第に２つ書かれております。メタネーションに係る

国内外の動向等についてということと、技術開発・実証、プロジェクト等の取組というこ

とです。 

 それぞれについて進めていきますが、まず最初の動向について事務局から御説明いただ

いて、それから質疑ということ、２つ目も各社から御説明いただいて、その後、自由に討

論ということにしたいと思います。 

 それでは、まずは事務局からご説明をお願いいたします。 

○野田室長  それでは、資料３及び参考資料１、２を用いまして私から説明させていた

だきます。 

 合成メタンに係る国内外の動向ということで、まず御紹介したいのが参考資料１でござ

います。先日閣議決定いたしましたＧＸ実現に向けた基本方針でございます。こちらの中

で合成メタン、メタネーションにつきましては、カーボンリサイクル燃料の１つというこ

とで、推進すべきものとして記載しているところでございます。 

 具体的には参考資料１の12ページ以降になりまして、メタネーションに係る記載は13ペ

ージの頭から始まっているというところでございます。 

 また、これとは別に今後の道行きという参考資料、ロードマップ的なものも別途公表さ

れた資料の中にはついているところでございます。きょうは時間の都合もありますので、

説明は割愛させていただければと思います。 

 また、こういったＧＸの実現に向けた基本方針の動きでありますとか、これまでの本官

民協議会での検討を具体的な制度なり支援策につなげていくという観点から、参考資料２

を御覧いただきたいのですけれども、都市ガスのカーボンニュートラル化についてという

ことで、審議会、ガス事業制度検討ワーキンググループでも今月８日から具体的な議論の

開始をさせていただきました。都市ガスのカーボンニュートラル化ということで、特に合
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成メタンはその中心的な手段になってくるというわけでございますので、これについても

しっかり議論をしていき、今後月１回程度の議論を経て、６月ぐらいまでに中間的な整理

をしていければと思ってございます。官民協議会における議論とこの審議会における議論

といったところをしっかりやっていければと思っているところでございます。 

 続きまして、資料３を御覧ください。ページ番号１を御覧ください。国内における検討

等の動向と書かせていただいておりますけれども、左側の導入促進の検討の方向性という

ところが前回の第９回の本協議会の資料４－１でいろいろと整理させていただきました内

容の項目の柱書きだけを抜き出して書かせていただいているところでございます。合成メ

タンの導入に必要な制度や仕組みでありますとか、合成メタン導入拡大に向けた支援の在

り方の検討、さらにはＣＯ２カウントに関するルール整備の促進といったところが大きな

検討の柱になってくるということでございまして、それを踏まえて今後の動き、そして最

近の動きといったところで右側に整理させていただいております。ここに書かれているこ

とがまさにきょうそれぞれの発表者の方に御説明いただく中身とも関連しているところで

ございます。 

 まず、右側の一番上でございますございますけれども、本日の日本ガス協会における発

表のクリーンガス証書のスキームの検討といったところ、まさに必要な仕組みの１つとし

て御検討を始めていただいているところでございますし、その下がただいま申し上げまし

た私ども審議会における議論も開始したところでございます。 

 また、３番目、引き続き官民協議会で様々な論点で検討を深めるということで、次年度

以降もしっかり検討を深めていきたいと思ってございます。 

 そして真ん中以下でございますけれども、ＣＯ２カウントに関するルールの整備促進と

いうことでございます。きょうの日本ガス協会様の発表にもされておりますけれども、Ｇ

ＨＧプロトコルの関連ルールに関する意見提出といった動きもございますので、御紹介い

ただきたいと思ってございます。 

 また、国際メタネーションの二国間の調整に係る対応についても、今関係省庁でいろい

ろ検討しているところでございます。それは本資料の４ページ、５ページあたりに今後整

理していきたいとお示ししてございます。 

 また、環境省さん、そして経産省の担当課でやっております温対法のＳＨＫ制度におけ

る今後のガス事業分野の取扱いといったところも中間取りまとめが昨年12月に行われてお

りまして、本日環境省様から中身について御紹介いただくこととしてございます。 
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 また、合成燃料の官民協議会も動いておりまして、そちらとのＣＯ２カウントの問題は、

カーボンリサイクル燃料に共通する課題ということで、今後合同の検討ということもしっ

かり深めていきたいと思ってございます。 

 おめくりいただきまして２ページ、３ページでございますけれども、海外の動きという

ことで言いますと、この後みずほリサーチさんから御紹介いただくようなＥＵの動きでご

ざいます。そういったところの御紹介をいただく予定でございます。 

 ３ページでございますけれども、それ以外の海外の動きということで言いますと、つい

先頃、トルコのエネルギー省が発表した新しいエネルギー計画ということにおいては、彼

らの天然ガスのネットワークに対して、ある種の水素の混合や合成メタンの混合によって、

炭素集約度を下げていくという大きな方針が出ているということを拝見したところでござ

います。 

 また、企業の取組ということで言いますと、シェルさんのOman Shellでオマーン政府と

合成メタンを液化して活用するということに関する検討に対するＬＯＩの署名といった報

道もあったところで、御紹介させていただきます。 

 ４ページ、５ページにつきましては、まさにきょういろいろな御説明をお伺いした上で、

今後よく整理していきながら、ＣＯ２の取扱いについて整理、もしくは検討のメッシュを

細かくして議論していきたいということで、今後の検討のたたき台ということも含めて作

成させていただいたものでございます。それぞれの部分についていろいろな課題があると

いうことが改めて今回明らかになってまいりましたので、関係者で考え方の整理をよくし

ながら、どのように解決を図っていくか整理していきたい、今後熟度を高めていきたいと

思っているところでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、続きまして環境省・平尾室長から御

説明いただきたいと。よろしくお願いいたします。 

○平尾室長  ありがとうございます。環境省で脱炭素ビジネス室長をしております平尾

と申します。お世話になっております。本日機会を頂いてありがとうございます。資料４

－１、温室効果ガス算定・報告・公表制度の検討会で昨年末中間取りまとめを行ったとこ

ろですので、その内容を御説明申し上げたいと思います。この委員の中で工藤先生にも御

参画いただいておりまして、改めてお礼を申し上げたいと思います。 

 めくっていただいてスライド１でございます。直近だと２年前に温対法を改正しまして、
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オープン化、デジタル化という改正を行いました。その中で改正温対法が昨年４月に施行

になっておりますけれども、算定方法のアップデートがされていないというところになり

ましたので、昨年１月、環境省と経産省さんと一緒になって運営している制度ですが、イ

ンベントリの算定方法のアップデートを踏まえた算定対象活動だったり排出係数、あるい

は基本に立ち返って算定・報告・公表制度を全部ひとさらいしようということで、算定方

法の検討について１年間かけて議論したものでございます。 

 今、政省令告示改正作業を行っているところでして、できれば今年度末に何とかしたい

と思っておりますけれども、来年度の実績を報告する上では、６年の報告から適用になる

見込みでございまして、主な項目をずらっと書いております。算定対象活動や排出係数を

アップデートいたしましたり、この後御説明申し上げますけれども、ガスや熱について事

業者別の排出係数、調整後排出係数を導入したり、全体を通してＧＨＧプロトコルと整合

した算定も視野に入れて議論させていただいたところでございます。 

 この後抜粋としてスライド２以降で中間取りまとめの概要を若干御説明申し上げたいと

思います。スライド２が抜粋の表紙なのですけれども、スライド３が先ほど申し上げたい

ろいろなことを議論したというところの目次でございます。 

 スライド５に行っていただくと、もともと算定・報告・公表制度の中身でございますけ

れども、ここにいる方は御案内のとおりだと思うのですが、スライド６を御覧になってい

ただけますでしょうか。基礎排出量と調整後排出量ということでいろいろな差引きをして

いますよということをお示ししてございます。 

 スライド８を御覧になっていただくと、中間取りまとめで議論した範囲をマッピングし

たものでございまして、一通り全部議論したということでございます。算定対象活動であ

ったり排出係数をアップデートするということ以外にも、エネルギーのところで電気、ガ

ス、熱それぞれの係数等についても御議論させていただいたところでございますし、全体

を通してＧＨＧプロトコルとの整合といったところも議論があったところです。 

 関わりが深いガスの部分について御報告したいと思いますので、スライド９に行ってい

ただくと、ガス事業者別排出係数、熱供給事業者別排出係数の導入ということで書いてご

ざいます。 

 スライドの10の部分でございますけれども、今まで算定・報告・公表制度、電気につい

ては事業者別、メニュー別、調整後排出係数というものを導入してございましたが、ガス

や熱については１本でございました。必ずしも状況を反映できないのではないかというこ
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とで、これはよろしくないだろうということで、スライド11に行っていただいて、一様に

入れるべきだということになりましたので、スライド12が結論でございますけれども、事

業者別の係数、ガスも熱もということですが、これを導入すべきということ、メニュー別

も入れるべきだということと、調整後排出係数ということも導入させていただくというこ

とで議論をおまとめいただいたところでございます。 

 ただ、やるのは大変ですので、スライド13に行っていただくと、令和６年度の報告に間

に合うように順次作業を進めていくということでございまして、その作業を進めていくと

いう状況でございます。 

 もう１点、スライド14でその他の論点ということで触れてございますけれども、スライ

ド15を御覧になっていただけますでしょうか。今回の制度改正に間に合わせるタイミング

の議論では議論し切れなかった部分として、ＣＣＳとか森林吸収の後にメタネーションを

初めとするＣＣＵについても、この場の議論と考えていますけれども、関連する検討会の

議論等も含めて、来年度議論すべきということにさせていただきましたので、メタネーシ

ョンの算定・報告・公表制度での扱いについても、温室効果ガスの算定方法の検討会の議

論を継続して議論していこうとしてございます。 

 私からの報告は以上でございます。ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、続きまして、国土交通省・塩入室長

から御説明をお願いしたいと思います。 

○塩入室長  国土交通省海事局の塩入と申します。私からは舶用燃料のライフサイクル

ＧＨＧ排出量評価（ＬＣＡ）ガイドラインの検討状況を報告させていただきます。 

 次のスライドをお願いします。こちらは国際海事機関（ＩＭＯ）でどんな議論が行われ

ているかというところなのですが、一番上に赤で書いたところが全体の削減戦略の改定作

業が今行われていて、その下に策定戦略の書かれるであろう国際海運としてのＧＨＧ削減

目標を達成するための具体的な手段が今議論されているという状況です。 

 それぞれ削減戦略の中で燃料のライフサイクル全体の排出量をどう扱うのか、中期対策

の中で経済的手法、規制的手法というものが議論されておりますが、それぞれの中でライ

フサイクルがどう扱えるのかというのが今後の検討事項になっております。 

 ちなみに一番下に、国際海運では幾つかこれまでもＣＯ２を削減するための規制が導入

されているのですが、こちらはライフサイクル全体ではなくて、通常の船上排出を対象に

規定がなされていたということです。 
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 次のスライドをお願いします。こちらは御参考なのですが、例えば経済的手法というも

ので幾つかいろいろな提案がなされております。やはり燃料、制度概要の２つ目の矢印に

書いておりますが、化石燃料とゼロエミッション燃料の価格差を埋めるというところが大

事になってくるということで、船から課金を徴収して還付するといった仕組みを日本から

も提案しているのですが、この中でライフサイクルの排出量という形でどのように扱うか

というのが今後の議論になってくるというところです。 

 次のページをお願いします。こちらは技術的・規制的手法と我々言っておりますけれど

も、欧州が提案している実際に国際海運のＧＨＧを削減するための手段が提案されており

まして、制度概要の２つ目の矢印ですが、年間のＧＨＧ排出強度を徐々に厳しくしていく

というものです。この対象としては、燃料のライフサイクル全体のＧＨＧ排出量を規制し

ていこうという提案になっているという状況です。 

 次お願いします。以前御紹介させていただいたと思うのですが、ライフサイクルのガイ

ドラインを今ＩＭＯで検討して作成中という状況なのですけれども、現在の状況を説明さ

せていただきます。 

 背景としては、船上で排出した際に生じるＧＨＧ排出量、発生量というものを計算する

という方法が確立されていないということと、燃料の生産から消費までの全過程のＧＨＧ

排出量、発生量というものを評価して、見える化して、そういったライフサイクル全体の

排出量の少ない燃料の使用を促すということを期待して、ガイドラインの策定が今行われ

ているというところです。 

 ＩＭＯの審議状況の１つ目のぽつですが、第80回海洋環境保護委員会というのが今年の

７月に開催される予定なのですけれども、そこでガイドラインの最終化が予定されている

状況です。 

 次のスライドをお願いします。何が議論されているかというところなのですけれども、

１から７が主な議論事項になっております。 

 次のページをお願いします。１つ目が主要な燃料の生産過程と原材料に応じた燃料のリ

スト化ということで、今現在約100の燃料をリスト化しております。船で使われる可能性

があるものということで約100と。例えばメタンであっても作られ方によって幾つかの種

類があるということで、トータルで100ぐらいの燃料をリスト化されている。 

 ２つ目が持続可能性基準ということで、こちらは環境負荷、もちろんＣＯ２ライフサイ

クル全体のＧＨＧの少ないものがいいわけなのですけれども、それだけではなくてほかの
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環境負荷といったものがあまりにも大きいというものはまずいのではないかということを

思っている国は非常に多くて、持続可能性基準も議論されています。ただし、具体的な閾

値とか判断基準は恐らく設定されないだろうと思われます。 

 次のページをお願いします。３つ目が実際どうやって計算するのかという計算式なので

す。計算式を省略しておりますが、Tank-to-Wakeの計算はいわゆる船上の排出ですけれど

も、カーボンニュートラルの考え方を取り入れて計算するケースとしないケースというこ

とで、船上でカーボンニュートラルを考慮すると幾つ、考慮しない場合には幾つという２

パターンの計算がなされるような形で今ガイドラインでは示されております。 

 Well-to-Tankの計算は、燃料の生産から船に乗るまでの排出量をどうやって計算するか

というところなのですけれども、１点間違いがございまして、ｅｐがイコール以降入って

いないのですが、ｅｐが入ったものが正解です。この表に書いてあるｅｐが抜けてしまっ

ています。申し訳ないです。こういった計算でWell-to-Tankは評価すると。 

 次のページをお願いします。４ぽつがデフォルト値というものも議論されております。

デフォルトというのはWell-to-Tankの排出量も生産プラントとかによって一個一個実際は

違うのですが、それを一つ一つ全部検証、評価するというのは難しいので、大体このぐら

いの数字だろうというデフォルト値を置こうということが検討されております。 

 ただ、現時点において先ほど100ぐらいの燃料の種類があると言ったのですが、それぞ

れデフォルト値というものが今全て出てきているわけではなくて、後で御説明させていた

だく専門化パネルが恐らく設置されるだろうということで、そこで引き続き議論されるの

だろうと思います。 

 ５ぽつが第三者認証、デフォルト値を使用しないという形で、この燃料はこのぐらいの

ライフサイクル排出量だということを個別に評価するということも一応可能だという整理

になっておりまして、その場合の認証方法とかその燃料が本当にこういう経路で作られた

ものかという検証を行うというところでの認証と。何を認証するかというのはまだ決まっ

ておりません。第三者認証は今後検討されるとなっております。 

 ６ぽつが燃料のデフォルト値を評価するための専門化パネルを設置しましょうという動

きがあります。 

 次のページをお願いします。燃料のライフサイクルのラベルというもので今検討されて

いるものです。上からWell-to-Tankに関する情報として、Part Ａ－１、Ａ－２、Ａ―３

いろいろありますが、燃料にこういったラベルを貼りましょうと検討されています。燃料
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の種類であるとか、ここではNH3_f_SMR_HBと書いていますが、こういった記号のつけ方、

あとは発熱量、緑のところがカーボンニュートラル燃料に関する情報とかＴｔＷに関する

情報、ＷｔＷの排出強度といったラベルを設けましょうとなっております。 

 次のページをお願いします。これは記号のイメージなのですけれども、例えば合成メタ

ンというのは上から２つ目にありますが、Ｌｎｇですねと。原材料の由来として、化石燃

料由来のＣＯ２でリニューアルエナジー、ｒＨ２で作ってます。メタネーションですと。

メタネーションのための電力はグリッドから取っていますという記号をつけるというイメ

ージで今進んでおります。 

 次お願いします。今後の見通しなのですが、先ほど申し上げましたとおり、ＭＥＰＣ80、

今年の７月にＬＣＡガイドラインは採択される予定ですが、意外と検討の積み残しは残っ

ていて、引き続き検討がなされるだろうと言っております。 

 雑駁ですが、以上になります。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、引き続きまして日本ガス協会の早川

委員から御説明をお願いいたします。 

○早川委員  日本ガス協会の早川です。本日はe-methaneの環境価値認証・移転に向け

たクリーンガス証書(仮称)の検討状況について御説明申し上げます。 

 ２ページを御覧ください。都市ガスのカーボンニュートラル実現に向けては、e-

methaneとバイオガスの導入拡大が重要な手段と考えております。e-methaneとバイオガス

をクリーンガスと定義しておりますが、都市ガスはパイプラインが全国大では接続されて

おりませんので、クリーンガスを全国大で普及拡大させていくためには、環境価値を切り

離し、移転させる仕組みの構築が必要となります。このため都市ガスからe-methaneとバ

イオガスの環境価値を切り離して、お客様に環境価値を移転する仕組みとして、仮称とな

りますけれども、クリーンガス証書というものを現在検討しております。 

 ３ページを御覧ください。クリーンガス証書の仕組みについては、グリーン電力証書を

参考とし、民間主体での立ち上げを目指し検討を進めております。この証書については、

製造・導管注入時に環境価値が創出し、㎥及びＭＪ単位で証書が発行される仕組みとなる

ことを想定しております。 

 ４ページを御覧ください。証書の仕組みの検討に当たりましては、認証機関や証書発行

事業者、需要家などが参照できるよう、証書の記載事項や認証基準などをまとめたクリー

ンガス証書ガイドラインの作成を、グリーン電力証書ガイドラインを参考に検討しており
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ます。クリーンガスの対象となるe-methaneとバイオガスの定義については、e-methaneは

先般のメタネーション推進官民協議会でもガス協会から説明させていただいた定義を、バ

イオマスは高度化法の定義を抜粋しております。 

 現時点では、国内において製造されたクリーンガスの環境価値を移転する仕組みとして

検討しておりますけれども、将来的には海外からの調達も対象とできるような拡張を目指

してまいりたいと考えております。 

 ５ページには証書のスキーム図を示しております。ガス自体の価値から切り分けたクリ

ーンガスの環境価値を認証機関が認証した上で、これを証書発行事業者が証書として発行

し、ガス小売事業者や都市ガスのお客様に移転するスキームとなります。23年度の上期に

先ほど御説明したクリーンガス証書ガイドラインについて、第三者委員会を開催して内容

を精査し、下期にテスト運用、24年度に実運用を開始するということを目指してまいりま

す。その後、実績に基づいて信頼性などを評価するとともに、クリーンガスの利活用を促

進するための公的制度への適用について検討してまいります。 

 民間としてクリーンガス証書のスキームづくりを精いっぱい進めてまいりますので、関

係省庁におかれましても国の制度上で早期に扱っていただけるよう、御指導と御理解を頂

きたくお願いいたします。 

 最後に、７ページを御覧ください。環境価値の話ではありませんけれども、現在、ＧＨ

Ｇプロトコルの事務局より、長期間改定がなされていない幾つかの中核ガイダンスに関す

る改訂の要否についてオープンに意見照会が出されております。ＧＨＧプロトコルとは企

業向けに開発された温室効果ガス排出量を算定、報告するための国際的な基準です。e-

methaneの普及拡大に向けては、e-methaneの利用によるＣＯ２の削減効果が適切に評価さ

れることが重要と考えており、その中でもＧＨＧプロトコルにおける評価は需要家の関心

も非常に高いものと認識しております。 

 ガス協会では、国内外の関係者と連携させていただきながら、既存のＧＨＧプロトコル

には記載がないカーボンリサイクル燃料のカーボンニュートラル性について反映できるよ

う提案してまいりたいと考えます。 

 また、現在ＧＨＧプロトコルにおいて証書はScope２の電力でのみ使用が認められてい

る状況でありますけれども、これを機にScope１、Scope３にも適用できるよう意見出しを

行ってまいりたいと考えております。 

 私から以上です。 
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○山内座長  ありがとうございました。それでは、続きましてみずほリサーチ＆テクノ

ロジーズの宮本様から御説明をお願いしたいと思います。 

○宮本様  ありがとうございます。みずほリサーチ＆テクノロジーズの宮本と申します。

本日どうぞよろしくお願いいたします。 

 早速ではございますが、弊社より今年度調査の中から欧州の政策と動向調査と欧州のバ

イオメタンＧＯ制度について御報告させていただきます。 

 スライド飛んでいただきまして３ページ目です。こちら今年度、2022年度の主な政策等

の動向でございます。この中で特にメタネーションに関連するものを中心に整理しており

ます。上からRenewable Energy Directive、再生可能エネルギー指令のＲＥＤⅡの改正案

というところ、またそれに付随した委任規則案を整理しております。 

 また、最後にREPowerEUは既にメタネーション協議会の中でも御報告いただいておりま

す。あとはSustainable Carbon Cyclesで昨年12月、ＣＣＵＳと少し幅広いですが、こち

らも新しい炭素除去の認証制度の規則案が発表されておりますので、こちらで整理してお

ります。 

 また、一番最後、2023年２月に欧州グリーンディールの一環として、The Green Deal 

Industrial Planが発表されております。こちらは３月中旬にNet-Zero産業法というもの

が提案される予定なのですけれども、ここでも少し関わってくる部分があるかなと思って

おりまして、こちらに改めて整理させていただいております。 

 次のスライドに行っていただくと、今年度の動きと次どのようになっていくかというも

のを線表で整理したものになっております。こちら参考までに御確認いただければと思い

ます。 

 次のスライドから再生可能エネルギー指令、ＲＥＤⅡの改正案の概要と合成燃料の定義、

ＲＥＤⅡ改正案を少し深く御説明させていただければと思います。こちらの再生可能エネ

ルギー指令（ＲＥＤ：Renewable Energy Directive）は、再エネ導入目標の設定を求める

法的な枠組みとなっております。2009年にまず最初のＲＥＤが発行されまして、そこから

2018年ＲＥＤが改正されて、いわゆるＲＥＤⅡになっております。そこから2021年７月に

ＦＩＴ for55というパッケージの中でＲＥＤⅡ改正案が提案されて、現在に至っておりま

す。 

 こちらのＲＥＤⅡ改正案なのですけれども、現時点では2023年第１四半期までに採択さ

れる予定というところで検討が進められているという状況でございます。 
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 ＲＥＤⅡの改正案の中でＲＥＤの再エネ目標に組み込む利用可能な燃料として合成燃料、

ＲＦＮＢＯとＲＣＦ、また再生可能燃料が定義されております。そちらの定義はこちらの

下側で書いておりますが、ＲＣＦ（Recycled Carbon Fuel）であったり、ＲＦＮＢＯ

（Renewable Fuels of Non-Biological Origin）、あとは再生可能燃料としてRenewable 

Fuelsがそのまま定義を抜き出しておりますが、このような形でＲＥＤⅡ改正案の中で定

義されているというところでございます。 

 ただ、一方で詳細な基準、どれぐらいＧＨＧ排出量を削減しておかないといけないのか、

また製造に対して使用できる再エネの基準というものもあるのですけれども、こちらは後

述させていただきます委任規則に委ねる形ということで発表されておりました。 

 こちらの中で昨年、ＲＥＤの委任規則案が公開されました。昨年５月の時点ではパブコ

メが出されたものなのですけれども、今年2023年２月13日にこちらが正式に提案されたと

いう形になっております。ＲＣＦ、ＲＦＮＢＯのＲＥＤ適格基準を評価するライフサイク

ルＧＨＧ排出量の算定方法と再エネ基準という大きく２つのものが提案されております。 

 ａ.としてライフサイクルＧＨＧ排出量の算定方法に関するものですが、そもそもの算

定方法であったり、排出削減基準、回収ＣＯ２の控除条件、原料ＣＯ２の考え方なども提

示されているものになっております。 

 また、ｂ.として再エネ基準と書かせていただきましたが、ＲＣＦ、ＲＦＮＢＯ製造時

における再エネ基準、追加性であったり時間的な相関性、地理的な相関性というものを提

示しております。ここでは簡単な紹介にとどまっておりますが、左側で実際のライフサイ

クルＧＨＧ排出量の算定方法を示しております。また、右側では再エネ基準、追加性、時

間的相関性、地理的相関性となっております。再エネ基準側は今回詳しく紹介いたしませ

んが、基本的にはＲＣＦ、ＲＦＮＢＯを生産するために、今ある再エネを奪わない形で、

追加性のあるものしか認めませんというところで、基準が設定されているものになります。 

 実際にライフサイクルＧＨＧ排出量の算定方法の原料ＣＯ２の考え方というところに移

らせていただきます。こちらＲＣＦ、ＲＦＮＢＯをＲＥＤ適格燃料として認めるところで、

輸送用の化石燃料をベースラインと置いて、それと比較してライフサイクルＧＨＧ排出量

が70％以上削減することが求められております。この算定において先ほどの式の中でe ex 

usというものがあるのですけれども、回収ＣＯ２、下の表に該当する場合には控除が可能

であるということで整理されております。簡単に言うと、燃焼時のＣＯ２から回収ＣＯ２

分を差し引くことが可能というところで、回収源が整理されております。産業活動由来の



13 

 

ＣＯ２、バイオ由来のＣＯ２、大気由来、ＤＡＣのＣＯ２、ＲＦＮＢＯ、合成燃料由来の

ＣＯ２と自然発生的に発生するＣＯ２を使った場合ということになっております。 

 この中で産業活動由来ＣＯ２というものがありまして、対象の産業、ＥＵ－ＥＴＳで対

象となっている次のページに示している対象の産業活動から出てくるＣＯ２に関して認め

ますというところになっております。 

 こちら対象期限が設けられておりまして、発電用から出てくるＣＯ２は2035年まで、発

電用以外の場合、控除由来の場合は2040年までというところで一旦区切りが置かれている

というものになっております。こちら改めて御確認いただければと思います。 

 続きまして、欧州のバイオメタンＧＯ制度を調査しております。こちらも簡単に紹介さ

せていただきます。 

 まず、そもそもなのですけれども、欧州でＧＯ制度というものはどのように定義づけら

れているかと言うと、欧州で消費者への情報開示を目的として、先ほどのＲＥＤⅡの19条

の中でGuarantee of Origin、ＧＯの発行を義務づけております。ＧＯはエネルギーの属

性を証明する証書になっておりまして、属性情報を物理的なエネルギーと切り離して取引

するというところで、環境価値などの二重主張を防止することができるものになっており

ます。こちらエネルギーと申しましたが、電気だけではなくガス、バイオメタンのような

ものもＧＯ制度として構築されておりまして、以降のページで各国のものを紹介しており

ます。 

 今回整理しているのは11スライド目でイギリス、オランダと12スライド目でフランス、

ドイツを整理しております。こちらも改めて確認いただければと思いますが、運営主体は

国に近いところであると思うのですけれども、民間組織が運営しているというところと、

対象ガスに関してはバイオメタンのほかに、グリーン水素であったり合成メタンも一部対

象だというところで、こちらはヒアリングなどによって聞いたものにはなっておりますが、

合成メタンもゆくゆく対象にしていくというところも考えている制度になっております。 

 また、取引方法としては、基本的に現在は相対取引で取引がなされているところになっ

ております。 

 続きまして、ＥＲＧａＲというものも併せて照会させていただければと思います。こち

らは先ほどの各国でそれぞれ運用されている各国のバイオメタンのＧＯ制度を国際的に移

転することを可能にするスキームとして出てきているものになっております。ＥＲＧａＲ

はバイオメタンとそのほかの再生可能ガスの国境を越えた移転に関する文書化スキームの
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確立を目的として、関連団体が集まって設立された組織となっております。 

 この中でスキームが２つあるのですけれども、CoO SchemeとRED MB Scheme、簡単に言

うとCoO Schemeは消費者への情報開示として、国内法に適用するなどのところでスキーム

として運用されているものになっております。右側のRED MB Schemeに関しては、ＲＥＤ

が定める再エネ目標に使うことができるためのスキームとなっておりまして、こちらはま

だ一部検討中というところで、欧州委員会に申請がされております。 

 CoO Schemeの簡単な制度概要と取引のイメージをスライド14で記載しております。Ａ国

でバイオメタンを生産した方がＣｏＯを発効して、Ｂ国のＧＯ制度の登録簿で償却するこ

とで、Ｂ国の燃料利用者が使えるようになるというものになっております。このような形

で欧州ではバイオメタンを国際的に取引、ＧＯという形で移転しているというものの御説

明になります。 

 簡単になってしまいましたが、弊社からの説明は以上になります。 

○山内座長  ありがとうございました。前半部分の説明は以上ということになります。

何名かの方から御説明いただきましたが、これに関して御質問等あれば御発言願いたいと

思います。この場合、Teamsの挙手機能を入れていただいたらこちらから御指名したいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、どなたか御発言御希望の方いらっしゃいますか。最初に大阪ガスの宮川委員

が手を挙げられた。宮川委員、どうぞ御発言ください。 

○宮川委員  ありがとうございます。大阪ガスの宮川でございます。 

 まず、事務局におかれましては、ガス事業制度検討ワーキンググループでのe-methane

に関する議論に加えまして、協議会の開催ありがとうございます。 

 先ほど環境省様からのメタネーションのＳＨＫ制度での扱いを24年度に議論いただける

との御説明がありました。e-methaneのＳＨＫ制度における位置づけは、メタネーション

推進にとっても極めて重要なものであり、ぜひとも早期の議論開始をお願いいたしたいと

思います。 

 また、これに関しましてガス市場整備室様から合成メタンの利用促進の観点からは、利

用側についてはＣＯ２排出ゼロとする考え方を基に、各種国内制度の検討が進められるこ

とが望ましいとの御説明がございましたが、こちらについても全面的に賛同いたしたいと

思います。 

 一方でこのような整理を行うためには、原排出者側の産業界の皆様にＣＯ２を回収、提
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供いただくについてのインセンティブ策の措置が不可欠でありまして、利用側の排出ゼロ

と整理するために必要な補完的仕組みの議論も協議会で進めていただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

 私からのコメントは以上です。ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、東京ガスの木本委員、どうぞ御発言

ください。 

○木本委員  まず、関係省庁様から本日、合成メタンに関係する国内外の動きと整理案

を御提示いただき、また審議会での議論を開始していただいたことも併せて感謝申し上げ

ます。 

 まず、エネ庁様のプレゼンについてですが、ＣＯ２につきましては、我々考えるのは安

定調達性と将来の拡張性、さらに賦存量も考慮しながら、多様なソースを確保していくべ

きだと考えております。化石燃料、それからバイオマスなど、ＣＯ２のオリジンにかかわ

らず、二重計上を回避するためには二国間での協議、それから合意が必要だと認識してお

ります。 

 国家間ＣＯ２カウントのルールの取組につきましては、世界でもルール化の取組がまだ

なされておりませんので、海外でルール化がなされる前に、日米二国間のe-methaneプロ

ジェクトを実現することで、日本が主導してイニシアチブを取れる可能性があると考えま

す。 

 大きなテーマでありますし、かつ次世代熱エネルギー産業という日本の産業力を向上さ

せるものでもございますので、政府、民間の協力が不可欠でございます。どういう体制、

どういうスケジュールで進めていくのか、引き続き御相談させていただければと思います。 

 また、当社が参加する北米のキャメロンのプロジェクトにつきましては、e-methaneの

ＣＯ２の環境価値はお客様の便益の確保と日本国のＮＤＣの貢献に鑑みて、生産国である

米国でＣＯ２を計上し、利用国である日本では天然ガスを代替した効果として、ＣＯ２の

削減価値が創出できるものと考えております。そのような考え方に沿って議論を進めてい

ただきたいと考えます。 

 それから、環境省様のＳＨＫ制度の検討会の取りまとめについてでございます。二国間

での調整に先立ち、まずは国内制度でのe-methaneの環境価値を確保する、つまりｅ-

methaneを利用されるお客様にＣＯ２排出計上ゼロと規定することが第一歩と考えます。

次年度からe-methaneの検討を開始していただけるということで、原排出者側でのインセ
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ンティブについても検討していただきながら、e-methaneの利用が促進できるような制度

設計に期待しております。 

 最後にＪＧＡ様のクリーンガス証書についてです。早川委員の御説明の中にありました

が、国内の製造だけではなくて証書制度の仕組みの設計について、海外で製造、輸入する

e-methaneも含めた制度としていく必要があるかと思います。具体的に今回つくっていた

だくクリーンガス証書につきましては、国内製造と海外製造とで同じように取り扱うため

の条件、例えば国内外での認証機関の連携とか互換性の考え方なども併せて整理していた

だけますと幸いでございます。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。それでは、次はＪＦＥスチールの藤井委員、お願

いいたします。 

○藤井委員  ＪＦＥスチール・藤井でございます。御発言の機会を頂きまして、ありが

とうございます。 

 環境省さんの来年度からＣＣＵの議論の中でメタネーション推進協議会のＣＯ２のカウ

ントについて参考されるという御発言がありましたので、ますますこの会でのいろいろな

意見を打ち出さなければいけないというところで、気合いが入るという御説明でした。 

 あとみずほさんの説明の中で原料ＣＯ２の考え方の中で、産業用の回収したＣＯ２のカ

ウントについていろいろな規定がこれからされるということですので、今後も国内のＣＯ

２の扱いについては、こういった海外の動向も踏まえて慎重な御議論が必要かなと思って

おります。 

 したがいまして、エネ庁さん、事務局が丁寧に説明、整理していただきましたけれども、

ページ４記載の国内の各種制度のところで、まず合成メタンの観点からＣＯ２原排出者側

にまず計上してからという記載がございましたが、室長の御説明ではたたき台という形で

ございましたので、これが制度となって走っていくことが懸念されますので、そこはこの

資料の書きぶりについては御注意いただいて、今後国内外のいろいろな制度や議論を踏ま

えた丁寧な整理をしていただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。きょうはどうもありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございます。続いて橘川委員、どうぞ。 

○橘川委員  本当は最後まで聞いてから発言したかったのですが、今新潟にいて東京に

行く新幹線の関係で途中退席しますので、ここで発言させていただきます。 
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 今までお伺いしていて、ガス市室、環境省、みずほはＣＯ２のオリジンを分けようとい

う方向性が見えてくるのですが、ガス協会とか先ほどの木本さんの発言を聞いていますと、

都市ガス業界側はＣＯ２のオリジンを分けずに考えている。ここの違いは非常に重要だと

思います。確かに分けて化石燃料由来だとか産業活動由来を後に回したほうが事はどんど

ん進むのかもしれませんが、分量からいくとそこの部分が非常に大きいので、それが取り

残される可能性もあると思いますので、そこのところは明確に戦略を決めなければいけな

いのではないかとここまでの発言を聞いて感じました。 

 それから２つ目は、ＧＸの基本方針の盛り込まれ方は、カーボンリサイクル燃料という

形で盛り込まれているわけです。つまり、リサイクルしなければいけないわけでありまし

て、都市ガスの導管でその後ＣＯ２を放出するという話よりはむしろオンサイトメタネー

ションに近い形で、ＣＯ２を回収して水素と二酸化炭素をぐるぐる回すほうがカーボンリ

サイクル燃料にぴったりすると思いますので、そちらを想定した制度設計のほうが早く社

会実装がやってくるのではないかと思いますので、その点をもうちょっと強めなければい

けないのではないかと感じました。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。次は工藤委員、どうぞ。 

○工藤委員  御説明どうもありがとうございます。コメントしようと思ったことに加え

て、今ちょうど橘川先生のコメントにあった、私の理解ではＪＧＡさんのスキームは、オ

リジンも明確にトレースするといったスキームと認識しているので、その辺については後

ほど確認していただければ幸いだと思います。 

 アカウンティングに関する国際標準化といった動向について御紹介いただき、ありがと

うございました。私自身もＩＳＯの標準化に多々関わっていることもあって、特にＧＨＧ

のアカウンティングについては、ＴＣＦＤ、ＣＤＰ等も含めて、ＧＨＧプロトコルが今グ

ローバルにデファクト化している状況にありますので、恐らくＧＨＧプロトコルの中で日

本国内で考えているアカウンティングが整合的かどうかということを気にされている方々

が恐らくたくさんいるのではないかというのが実際問題考えているところです。 

 ただ、やはり標準化というのは本当の意味での客観性という観点ではなく、そういった

制度を行う人たちがこうしたいと思う方向の中でつくられるというのがある意味一般的で、

かつ賛同する国であるとかステークホルダーといったところがリードして決められていく

というのが現実だと思っています。ですので、いろいろな意味で将来的にといいますか、
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日本がいろいろ考えていた制度と整合化しない場合も当然あり得るというリスクは認識し

ておく必要があるかと思っています。 

 ただ、先ほどＳＨＫ制度でも御説明あったとおり、ＧＨＧプロトコルとは完全に整合化

しないところについては、しっかりと実際の事業者の方が仕分けできるような仕組みを考

えていくということも検討会の中で整理されていたと認識しています。ですので、そうい

ったオプション等も含めてそういったリスクに対して今後どう考えていくのかというポジ

ションは非常に大事かと思っています。 

 個人的には、メタネーションは脱炭素化に向けたある意味新たに検討されているエネル

ギーということもあり、バリューチェーンが複数の主体を介するものになりますので、客

観的にメタネーションから生ずるガスの環境特性を把握可能な整理が間違いなく不可欠だ

と思います。協議会の中でもモニタリング等のコストはできるだけ下げるべきであるとい

う御意見もあったと記憶しているのですが、大事なことは科学的な観点から脱炭素化効果

が評価可能となるような制度を日本としてしっかりと構築して、原材料の供給者、製造者、

そして需要家の方々が社会的な環境貢献を評価、訴求できるようなことをつくっていくこ

と、それがひいてはエネルギーの開発だとか導入促進につながっていくと私は思っていま

す。 

 実は同じようなことが合成燃料の官民協議会でも話題になって、同じように科学的な客

観性とか正確性、信頼性をしっかりと日本として制度としてつくり上げる。そして先ほど

も御紹介あったとおり、恐らく当面は海外で生産されたものが日本に入ってくる可能性も

あるので、連携すべき国々との間でいろいろな意味で共有、そして同じような考え方で透

明性のある仕組みをつくり上げていくことを進めながら、その先でグローバル化に打ち込

んでいくようなパーツもあると思っています。 

 もちろんＧＨＧプロトコル改定の中でどう扱われるかということに対しては、積極的に

インプットするなり、もしくはディスカッション等に参加することが今後求められると認

識しております。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。次は三菱商事・戸嶋代理、どうぞ。 

○戸嶋様（齋藤委員代理）  今日はありがとうございます。先ほど木本さんからもお話

がありましたとおり、弊社はガス会社３社様と米国のキャメロン案件に取り組んでおりま

すこと、昨年11月22日の第９回の御説明のとおりでございます。これは30年を目指して24
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年のＦＥＥＤ入り、それから25年のＦＩＤに向けて現在取り組んでいるところでございま

す。 

 まず１つ感謝申し上げたいことは、ＣＯ２のカウントルールと証書の議論では、今回の

環境省様、それから日本ガス協会様の御説明のとおり、皆様の取組のおかげで着実に進捗

の素地が固まっていると思い、改めて御礼を申し上げたいと思っています。 

 そこで１点コメントさせていただきたいのですが、東京ガスの木本さんがおっしゃられ

たとおり、ＳＨＫ制度で合成メタン並びにクリーンガス証書の利用を認めていただくこと、

それからＧＨＧプロトコルでガスの証書の利用を認めていただくことがこれから必要だと

感じております。 

 また、ＣＯ２の起源については、みずほリサーチさんの御説明のとおり、欧州での政策

動向の議論と異なるスタンスで、合成メタンの市場拡大に向け化石燃料から排出されたＣ

Ｏ２も含めて広く構える方向での議論を日本政府の皆様にもぜひお願いしたいところであ

ります。 

 総じていろいろな議論が並行して進んでおりますが、今申し上げたＣＯ２の起源につい

ては、e-methane並びに合成燃料の普及に向け、経済産業省様、それから環境省様、皆様

におかれましては、全体を見渡して音頭を取って取り進めていただきたいと事業者として

感じております。よろしくお願いいたします。 

 以上でございます 

○山内座長  ありがとうございます。次、ＩＮＰＥＸの石井さん、どうぞ御発言くださ

い。 

○石井委員  先ほど途切れてしまいましたので。エネ庁さんがお作りになられた資料の

１ページ目、各省庁やワーキンググループ等で議論が進むことは非常に心強く、賛同いた

します。 

 また、メタネーション推進官民協議会におかれましては、これらの情報の集約も併せて

お願いしたいと思います。 

 それから、国際メタネーションの二国間調整については、当面、ＭＥＴＩ殿とのカーボ

ンリサイクルのＭＯＣ締結国を前提に進めることが必要と思っておりますので、何とぞよ

ろしくお願いいたします。 

 あと４ページ目の化石燃料の燃焼の回収の国内各種制度につきましては、ＣＯ２カウン

トの中間取りまとめに記載されていますように、国内のＣＯ２原排出者側、回収側へのイ
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ンセンティブ付与についてもぜひとも御検討いただきたいと思っております。 

 また、海外のメタネーションにつきましては、繰り返しとなりますが、弊社も2030年

１％導管注入に向けて、弊社コアエリアでの検討を進めているところでありますけれども、

企業としては予見性が得られませんとＦＩＤに至ることが非常に困難でございますので、

2024年度には例えば値差補填でありますとか環境価値移転等の制度を固めていただくべく、

よろしくお願いいたします。 

 最後に、環境省様のＳＨＫ制度ではバイオガス環境価値を評価いただいたところではあ

りますが、メタネーション、合成メタンを初めといたしますＣＣＵについても、ぜひとも

来年度以降議論を進めていただくよう、併せてお願いを申し上げます。 

 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。次はデンソー・石塚委員、どうぞ。 

○石塚委員  デンソー・石塚です。今回は様々な制度、規則の取りまとめをいただきま

して、ありがとうございました。大変勉強になりました。 

 そういった中で我々需要家として最も注視したい部分は、国際標準化という部分になり

ます。ですので、先ほどの話の中にもいろいろありましたが、ＧＨＧプロトコルですとか

ＲＥＤⅡといったところを鑑みた中で、今回、官民協議会を初めとした取組で制度設計さ

れていく中で、やはり二国間という形はもちろんベースとしてはあるのかもしれませんが、

最終的に我々需要家としてはどんな国であっても、世界中どこでも安心してカーボンニュ

ートラルとして活用できるエネルギーを提供いただきたい。それを活用させていきたいと

いうところが一番の思いでございますので、国際標準との整合性といった議論はしっかり

と国がリードいただいて、進めていただきたい部分でございます。 

 そういう中で今回ガス協会さんのお話にありましたけれども、ガスの証書化というお話

については、我々としては大変ありがたいお話だと思いますので、ぜひそこは推進してい

ただいて、こういったものも国際的に活用できるような制度にしていただけることを大変

期待しておりますので、我々としても御協力できるところはさせていただきたいと思って

おりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。次、アイシン・嶋崎委員。 

○嶋崎委員  御指名ありがとうございます。弊社から経産省様、環境省様からの御説明

についてそれぞれ申し上げさせていただきます。 
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 経産省様の御説明につきましては、スライド１枚目の今後の動きについてでございます

が、そこについて幾つか意見を申し上げます。 

 今後、ガス事業制度検討ワーキングで制度、規制、経済性における支援策の検討を開始

とありますが、検討ワーキング委員の名簿を拝見いたしますと民間の委員が少ないなと感

じました。これまでのメタネーション協議会では、民間の需要家側の委員の皆様から多様

な提言がございましたので、需要家側の意見をしっかりと反映いただくよう要望したいと

思います。 

 その上でメタネーション協議会では、引き続き様々な論点で検討を深めるとありますが、

検討の方向性がぶれることがないように、ガス事業制度検討ワーキングとメタネーション

協議会のそれぞれの目的、アウトプットを整理していただくよう要望いたします。 

 また、ＧＨＧプロトコルのドラフトを見ますと、欧州の脱化石燃料の意向が色濃く反映

されているように伺えます。この点につきましては、民間のガス協会様などが鋭意御対応

いただいていると思いますが、国も前面に立っていただき、官民一体で対応していただく

ことが肝要と考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 国際メタネーションにつきましても二国間の調整から着手されていると理解しています

が、ワールドワイドにビジネス展開している製造業の立場としましては、ワールドワイド

で環境価値が担保されることが重要ですので、二国間からどのように発展させていくのか、

スキームを示していただくようお願いいたしたいと思います。 

 次に、環境省様の御説明につきまして、スライド12枚目の今後の方針について意見を申

し上げます。 

 まず、御提案のとおり、メタネーションを初めとするＣＣＵにつきまして、来年度に議

論を深めていただくとあります。何とぞよろしくお願いいたします。その上でお伝えした

いのは、メタネーションはあくまでＣＣＵのオプションの１つであります。それ以外の

様々なＣＣＵの取組が取り残されることのないよう、御議論をお願いしたいと思います。

例えばですが、弊社では工場の排ガスから含まれるＣＯ２を分離回収しまして、カーボン

リサイクルコンクリートとして利用する取組を進めております。こういった取組もきちん

と評価していただける制度設計がなされますように、何とぞよろしくお願いいたします。 

 少し長くなりましたが、私からは以上です。ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、次、ＵＢＥ三菱セメント・島委員、

どうぞ。――それでは、秋元委員、発言いただいて、それから野村委員の順番でお願いい
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たします。 

○秋元委員  それでは、発言させていただきます。大変有用な情報を頂きまして、あり

がとうございます。私の第一の感想としては、海外が相当早く動き始めているのではない

かという危機意識を持って聞いていたところです。やはり制度をどうしていくか、そうい

うところを物すごく早く、もちろんこれからまだ時間がかかると思いますけれども、日本

がそれに対して遅れていかないようにしっかりスピード感を持って対応しなければいけな

いのではないかと思いました。 

 その上でですけれども、国交省からＩＭＯの動きについて御紹介いただいて、100の燃

料を区分していくというのはすごいなと思いましたし、合成メタン、e-methaneにしても

恐らく相当細かい区分でということだと思うのですが、これ自体若干どうかなと思うもの

の、御紹介いただいた中ではそれぞれのベンチマーク的なＣＯ２の原単位をつけていくと

いうお話がございましたので、この辺りむしろそういうものが出てくるということは、本

来でいくと産業由来とかのＣＯ２もしくは化石燃料由来のＣＯ２排出であっても、媒体と

して使っているので、基本的にはそういう面では正しく評価すれば、そういうところは事

実上ゼロ。もちろん水素がどのように作られるかによってＣＯ２の原単位が変わってくる

わけですけれども、そういったものが見えてくるということは大変重要ではないかと思っ

て聞いていたところで、今後どういう数字が出てくるのかというのは注視していきたいと

思いました。 

 その上で、合成燃料の官民協議会でも申し上げましたけれども、欧州の動きの中でＣＯ

２の由来を見ているということで、欧州らしいなと思いまして、本来であればＣＯ２の由

来がどうであれ、基本的には合成メタンの場合でいくと、水素さえカーボンニュートラル

であればカーボンニュートラルということなので、由来を問う必要はないと思っているの

です。 

 ただ、発電に関しては2035年で、発電以外に関しては2040年と切って、むしろ別の政策

上、発電はなるべく最初にカーボンニュートラルにしていく上では減らしていかないとい

けないという思いの下で、要は別の政策があって、そちらから誘導されているものだと思

いますので、そのまま日本がやるべきではないと思っています。いずれにしても化石燃料

由来のＣＯ２も活用してもカーボンニュートラルなのだという問題意識があるということ

は、正しく欧州の考え方を理解しないといけませんし、またＥＵ－ＥＴＳで対象としてい

る産業活動としているのは、リーケージというか、むしろＣＯ２を作るために別に対象部
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門外から排出されてしまうとリークしていくという思いがあるから、一応ここで区切って

いるのだと理解しましたので、そういう面も見ながら、日本の案をつくっていくことは重

要ですけれども、ＩＭＯもしくはＥＵのやり方も参考としながら、あまり矛盾し過ぎない

形でうまく調和させるいい案をつくっていくということが大事かなと思いました。 

 いずれにしても相当進んできていると思いますので、最初申し上げたようにスピード感

を持ってぜひ対応いただきたいと思いました。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございます。大変失礼いたしました。日本製鉄・野村委員、ど

うぞ御発言ください。 

○野村委員  日本製鉄・野村です。カメラの調子が悪いので音声だけで失礼いたします。

御説明ありがとうございました。エネ庁さんの資料３の４ページにあります回収ＣＯ２の

類型による合成メタンのＣＯ２排出の扱いに係る課題の整理につきまして、ＪＦＥスチー

ルの藤井様とＩＮＰＥＸの石井様の御意見に賛同いたします。 

 御説明でもこれはたたき台であると強調されておりましたけれども、これだけですとど

うしても原排出側にＣＯ２を計上するという前提としか見えませんので、議論もありまし

たように合成メタンのＣＯ２につきましては、回収する側と利用する側の両方にインセン

ティブになるような制度設計を希望するという精神を踏まえまして、世の中の流れを見な

がら慎重に議論を含めてこの資料の作成に取り組んでほしいと思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○山内座長  ありがとうございます。ＵＢＥ三菱セメントの島委員が再度お入りになり

ましたけれども、御発言いかがですか。――聞こえていらっしゃいますか。 

 それでは、日本ガス協会、御発言ください。 

○早川委員  ガス協会・早川です。頂いた意見も踏まえて少しコメントさせていただき

ます。 

 まず、ＣＯ２の起源の話ですけれども、クリーンガス証書をつくるに当たっても、やは

り信頼性という意味からもオリジンについてはしっかりと把握していきたいと思っていま

す。 

 一方で、これを広めていくためにも、使用に当たって現時点では広く捉えていきたいと

思っており、e-methaneについては水素の概念に依拠するところが多いため、水素政策小

委でも同様の議論がされていると伺っていますので、そうした動向を踏まえて今後検討を
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進めていければと思います。 

 また、東京ガスの木本委員からは海外での使用という御発言がございましたけれども、

本日ちょうどみずほリサーチ＆テクノロジーズ様から貴重なヨーロッパにおけるＧＯの紹

介をいただきました。バイオメタンで既にＧＯが証書として国境を越えた一定のスキーム

ができているという貴重な御意見がございました。我々としてもどのような属性を証書に

収録すべきかということを考える上で大いに参考となると考えていますので、こうしたこ

とを踏まえて海外への拡張を次のステップとしてぜひ検討してまいりたいと思います。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございました。既に早川委員からお答えも頂きましたけれども、

まずはガス室で何かコメントがあれば。 

○野田室長  どうもありがとうございます。初めに環境省様におかれましては、ＳＨＫ

制度における合成メタンの取扱いの次年度における検討ということで、私どもも集まって

いる関係企業、業界の関心も非常に高いので、引き続き適切な制度設計を期待しておりま

す。本協議会の活動が制度の検討に貢献できることがあればしっかりやっていきたいと思

ってございます。 

 国交省様の御説明、感謝いたします。ＩＭＯの場での議論はかなり先進的な議論が行わ

れていると思っております。引き続きまたいろいろと教えていただければと思います。 

 説明の中でも少し言及されておりましたけれども、ＬＣＡのラベリングにおける合成メ

タン、バイオメタンの分類というのが私が以前見せていただいたものですとＣＯ２の起源

ですとか水素の起源によって細かく10種類ぐらい分けていたのかなと記憶しておりますが、

それぞれの燃料における排出のデフォルト値みたいなところも含めて、それぞれ分けて概

念するということがＩＭＯのＬＣＡガイドラインの中では議論されているというのは大変

興味深く思っております。 

 ３番目、ガス協会のクリーンガス証書の取組でございます。これはとても重要な取組に

今後なってくるのだろうと思っておりますので、ぜひ進捗につきましても今後また本協議

会で適宜御報告いただければと思ってございます。 

 みずほリサーチからの報告にもありましたけれども、ＥＵにおきましてはバイオガス、

バイオメタンのＧＯ制度というものがあるわけでありますし、ＲＥＤⅢでございますとか

ガス指令案といったところも、合成メタンを含む低炭素ガスの認証制度といったものの存

在をある種前提としているところがございますので、認証制度の必要性につきましては、
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もちろんガス事業者としての必要性の視点にとどまらず、きょうお集まりの皆様の特に需

要家の活用といったところも既に視野に入れられることかもしれませんけれども、ぜひそ

ういったことも視野に入れた制度設計を進めていただければと思います。 

 そういった観点で言うと、デンソーさんとかアイシンさんからもありましたけれども、

国際的なサプライチェーンはとても大事だと思います。そういったところに組み込まれて

いるというか、そういったところを形成していらっしゃる製造業の皆さんにおかれまして

は、ＥＵの制度との整合性も大事になってくるということだろうと思いますし、国交省さ

んから御紹介いただいた船舶燃料のいろいろな分類といったところも、以前ガス協会から

船舶燃料への合成メタンの活用も大事だという話もありましたので、そうなってくるとＩ

ＭＯのＬＣＡのラベリングの分類との整合も大事になってくるということで、拡張性を備

えた設計になるのが大事かと思ってございます。 

 そういった観点で言うと、去年７月に海外メタネーションのタスクフォースの事務局資

料でも認証制度についてのＣＯ２起源の観点でありますとかバイオメタンや電気の証書と

の比較検討は非常に有益だという議論をさせていただいたところかと思います。ぜひ議論

を深めていただければと思います。 

 そしてクリーンガス証書が様々な国内制度で活用の可能性があるのだろうと思いますし、

温対法のＳＨＫ制度での活用をひとつ目指すということにおいて言うと、既にガス協会の

資料にもイメージ図として包含されておりましたけれども、ガス事業者の事業者別排出係

数での活用だけではなくて、需要家側での調整後排出量への活用も視野に置いた証書制度

になるのは非常に意義があるのではないかと思いますし、そういった観点からガス協会か

らきょう御紹介があったＧＨＧプロトコルにおける需要家のScope１の排出に証書を活用

できるようにしてほしいといった要望もとても重要な要望になってくるということだろう

と思います。 

 日本ガス協会はＧＨＧプロトコルの事務局に意見を提出されるということでありました

けれども、ぜひ本協議会に参画いただいている企業の皆様からも、Scope１に証書を使え

るようにすべきではないかという御意見を出していただければと思います。先ほどアイシ

ンさんから国もということでありましたが、ＧＨＧプロトコルということで言うと民間の

イニシアチブだと思いますので、ぜひ本協議会にお集まりの皆さんに声を上げていただき

たいというところでございます。 

 最後に、みずほリサーチさんの調査結果の観点で言うと、ＥＵのＲＥＤⅢやＥＴＳの中
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での合成メタンとか合成燃料の扱いがほぼ案として固まったということなのだろうと思い

ます。ＥＴＳでカバーしているところからの産業由来のＣＯ２は使えるとなっているのは、

要するにＥＴＳで排出をきちんと計上しているものであれば、それを持ってきてカーボン

リサイクル燃料を作ればゼロとカウントしてもいいというＥＴＳとＲＥＤの制度がある種、

対になっているということなのだろうと思います。ですので残念ながらというか、ＥＵの

ＲＥＤの枠組みの中では、海外から持ってくる合成メタンは産業由来のＣＯ２だったら対

象にならないということで今整理されているのかなと思います。 

 国際的な制度との整合性もよく見て、国内の制度をということでありましたので、引き

続きいろいろな国内制度において検討いただけるよう情報発信をしていきたいと思います

し、補完的な原排出者側にもメリットが生じるような何かをという話が前からあるわけで

ございますけれども、ある種温対法のＳＨＫ制度であるとか今後整理されるＧＸのＥＴＳ

の制度ということにおけるルールが決まっていくと、Ｊ－クレジットの使い方、方法論も

決まってくるのではないかと思いますので、そうするとクレジットを通じて当事者間での

ある種のクレジットの移転を通じたＳＨＫ制度における調整後排出量の調整もアレンジが

できてくるようになるのではないかと思っております。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。時間の関係がございますので、議事を進めさせて

いただきます。 

 次は技術開発・実証、プロジェクト等の取組でございます。 

 まずは日立造船の芝山委員から御説明をお願いします。 

○芝山委員  日立造船の芝山でございます。本日はこのような機会を頂戴しまして、あ

りがとうございます。当社グループの廃棄物・資源循環分野でのメタネーションによる脱

炭素化への取組についてお話しいたします。 

 ２ページ目を御覧ください。当社はごみ焼却発電施設を主力事業としまして、グループ

会社で欧州にあります日立造船Ｉｎｏｖａ社と共に世界に展開しております。これまで全

世界で1,450以上の納入実績を持ち、資源循環分野でトップメーカーとして脱炭素化に貢

献しております。 

 本日は、廃棄物・資源循環分野でのメタネーション社会実装に向けた取組として、環境

省様の事業で実施しております清掃工場から回収した二酸化炭素の資源化による炭素循環

モデルの構築実証事業並びにＩｎｏｖａによる欧州でのメタネーションの取組について御
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紹介したいと思います。 

 次のページをお願いします。まず、環境省事業の概要について御説明します。本事業は、

清掃工場の排ガスから分離回収したＣＯ２をメタンに再資源化し、地域エネルギーとして

再利用する炭素循環社会モデルを実証を行い、ＣＯ２削減効果の検証並びに普及に向けた

課題を明らかにするものでございます。 

 今年度は実稼働している小田原市環境事業センターに国内最大規模の125Ｎ㎥／ｈのメ

タネーション実証設備を設置して、世界で初めての試みとなる清掃工場の排ガスからのメ

タネーションの実証を行っております。 

 次のページをお願いします。実証設備の構成でございます。ＣＯ２を約10％含む清掃工

場排ガスは、前処理設備でガス冷却及び不純物の除去、ＰＶＳＡ設備でＣＯ２を分離、濃

縮した後、メタネーション設備にてメタンに変換しております。製造規模は125Ｎ㎥/hで、

ＮＥＤＯ事業で開発いたしました12.5Ｎ㎥のShell&Tube反応器を10倍にスケールアップし

たものでございます。製造したメタンはフレアスタック及び当社のＳＯＦＣを用いて利用

検証を行っております。 

 次のページをお願いします。実装装置はうまく稼働して、当初設定しておりました技術

目標を全て達成して運転を終えております。メタネーションにつきましては、ＣＯ２転換

率目標を90％としておりましたけれども、実際には99％以上の転換率で、メタン製造量

125Ｎ㎥/hを達成し、合成したメタンは燃焼利用、および発電利用できるということも確

認しております。 

 本実証結果を踏まえまして、炭素循環社会モデルの構築、それから普及シナリオの検討、

課題の整理等を行っております。 

 次のページをお願いします。メタネーションの認知度向上のために、今回の実証期間中

には企業、自治体、大学、マスコミなどの方々に小田原までお越しいただきまして、ＰＲ

いたしました。短期間の見学期間でしたけれども、延べ182団体、合計580名の方が来場さ

れ、フジテレビ、テレビ朝日、テレビ東京などのニュース番組でも取り上げられ、多くの

方々にメタネーションの取組を知っていただく機会となりました。 

 次のページをお願いします。次はＩｎｏｖａ社を拠点としました欧州でのメタネーショ

ンの取組を説明します。欧州ではバイオガス製造利用が進んでおりまして、Ｉｎｏｖａは

リニューアブルガス事業としてサバティエメタネーション及びバイオメタネーションの両

技術をもちまして、メタネーションの社会実装に今取り組んでいるところでございます。
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サバティエメタネーションは、プレート型反応器のスケールアップを行っておりまして、

400Ｎ㎥/h規模のユニット化並びにこれを連結した1,200Ｎ㎥/hのモジュール化を行ってお

ります。また、バイオメタネーションにつきましては、独自の強固で安定しました微生物

を用いたＢｉＯＮプロセスも販売しておりまして、ドイツで15Ｎ㎥/h。昨年度は水素に

100Ｎ㎥/h規模を納入しております。 

 次をお願いします。今申し上げましたスイスの件です。100Ｎ㎥/hのバイオメタネーシ

ョン設備をスイスのごみ焼却発電施設内に設置しております。2.5ＭＷのごみ焼却発電電

力から製造しました水素を用いて、下水処理で生成するバイオガス中に含まれるＣＯ２を

バイオメタネーションすることで、施設全体として230Ｎ㎥/hのカーボンニュートラルな

メタンを製造しております。これは約2,000世帯に相当するＣＯ２排出量を削減している

ということになります。 

 このように当社グループは国内外でメタネーション技術の社会実装を通しまして、脱炭

素化社会に貢献していきたいと考えております。 

 以上でございます。御清聴ありがとうございました。 

○山内座長  次はＩＨＩの久保田委員にお願いいたします。 

○久保田委員  ＩＨＩの久保田です。本日はプレゼンの機会を頂きまして、ありがとう

ございました。本日の前半のお話で制度設計、認証制度、基準づくりなどというのは議論

が着実に進められているというのを改めて認識させていただきました。ありがとうござい

ました。 

 これとともに技術、それから社会実装も着実に前に進んでおりますので、その進捗につ

いて今日は御報告させていただきたいと思います。 

 時間もないので飛ばせていただいて、４ページ目まで行っていただけますでしょうか。

今社会実装に向かって進めているとき、技術の面で少しだけお話しさせていただきますと、

高度なメタネーション技術は日本が先行していると思います。触媒も独自のものができて

おりますし、それを用いた反応器のプロセスをうまく設計しないと、長期に安定して使う

ことは難しいのですが、技術的に進展しています。 

 それから、メタネーション関連技術は今世界的にも日本が先行しておりますが、それを

維持するためにはやはり継続的にメタネーションの技術開発、さらには大型化、高効率化

を常に続けていかなければいけないと思っております。それも今推進しているところです。 

 最後に、プラント全体のエンジニアリング、最適化するためのエンジニアリングという
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ところが重要でして、この点も日本の得意なところではないかと思っております。 

 ２つページを飛んでいただいて６ページ目に飛んでいただけますでしょうか。触媒が強

いというお話をさせていただきましたが、従来の触媒と違ったコアシェル型という触媒の

合成に成功しました。例えば高温になっても性能を維持する、それから触媒にダメージを

与える被毒の物質が来ても強いというものを開発することができましたので、これでメタ

ネーションの実装、大型化というのが一気に進むのではないかと考えております。 

 その次の７ページ目をお願いいたします。先ほど申しましたとおり、この触媒をうまく

使うためのリアクターの技術というのも日本が先行していると考えております。この技術

で熱をいかに触媒からうまく取るか、そして連続運転させるかというリアクター設計技術、

さらにはこれを含んだエンジニアリング技術において今技術的にはかなりのレベルまで行

っていると思っております。 

 次のページをお願いします。では、どういうレベルまで来たかというお話ですけれども、

真ん中にあるのがロードマップになっておりまして、後ほど少しお話しさせていただきま

すが、標準機というもので幾つか社会実装に向かっております。ＪＦＥスチールさんとは

500Ｎ㎥のプロジェクトを進めさせていただきます。さらには大型化というところで、

10,000Ｎ㎥クラスのものもＦＳを進めているというところでして、着実に技術も社会実装

に向かっているというところです。 

 次のページをお願いいたします。下側がロードマップになっておりますけれども、それ

ぞれの技術の進捗とともに、さらには革新的なメタン製造なども含めて、トータルでやら

なければいけないことをロードマップに書いてあるように進めております。 

 真ん中にありますように、海外の大型メタネーション設備に関してもフィージビリティ

スタディを進めているというところです。 

 次のページをお願いいたします。３つほど具体的な話をさせていただきますと、これが

メタネーション装置の標準機でして、12.5Ｎ㎥のシェル＆チューブ型のものです。これは

据付けが簡単で、いろいろな事業者さんに容易に使っていただけるように、コンテナサイ

ズにしております。 

 次のページをお願いいたします。実際にコンテナサイズのものですけれども、東邦ガス

さん、知多市さんと御一緒させていただいて、コンテナサイズのもので社会実装に向けて

今検討を進めさせていただいております。 

 次のページをお願いいたします。これは太平洋セメントさん、東京ガスさんと御一緒さ
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せていただいておりますけれども、同じく小型の標準機、小型のメタネーション装置をセ

メントの製造プロセスに導入するという検討を今進めさせていただいております。 

 次のページをお願いします。あと２つほど紹介させていただきますが、これはＪＦＥス

チールさんと御一緒させていただいている500Ｎ㎥、ＣＯ２と水素からのメタネーション

装置としては世界最大級だと考えております。この500Ｎ㎥が製鉄プロセスにおけるカー

ボンニュートラルにどう貢献できるかをＪＦＥスチールさんと今御一緒させていただいて

おります。 

 最後にもう１つだけ、14ページになりますけれども、実際に作ったメタンをいろいろな

ところに利用できないかとか、メタネーションを国内外で実証を進めていくために利用先

というのもいろいろ考えております。その１つとして、相馬市さんと御一緒させていただ

いておりまして、福島県の相馬市でメタネーションの標準機を置いて、そこから出てきた

メタンをコミュニティバスに充填して運転することも始めております。このような実際に

使うところもいろいろ検討しておりまして、メタネーションプロセス、e-methaneが広が

っていくことに貢献できればと考えております。 

 最後に15ページ目ですけれども、皆様からいろいろお話がありましたが、やはり初期の

導入にはいろいろ国の支援を頂ければと思っております。特に先ほどお話しさせていただ

いた標準機に関して多くの事業者様からお問合せいただいております。e-methaneを広げ

るために、いろいろな事業者様が使えるようなインセンティブを与えていただけるとどん

どん広がっていくのではないかと考えております。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございます。次にＩＮＰＥＸ・石井委員、どうぞお願いいたし

ます。 

○石井委員  きょうは人工光合成とＣＯ２メタネーションを組み合わせたコンテストが

ございましたので、それに出てきましたという御報告をさせていただきます。 

 次のページをお願いします。まず、人工光合成なのですが、当社は2012年からここに書

いてあります人工光合成化学プロセス技術研究組合、ARPChemというものに参加していま

して、この組合自体はいわゆるソーラー水素から光触媒を使って水を酸素と水素に分離し

て、グリーンな水素を使ってＣＯ２と併せてＣ２、Ｃ３、Ｃ４の基幹化学製品を製造する

というのを目的としているプロジェクトでございます。当方は、ソーラー水素を作成する

部分に注力して、このコンソーシアムに参加しております。 
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 次のページをお願いいたします。この組合に対して実は３年前になるのですけれども、

ＥＵの下部組織であるＥＩＣというところからコンテストをやるので参加しないかという

誘いがありました。大会の名称はFuel from the Sunといいまして、副題がArtificial 

Photosynthesis、人工光合成ということになっています。 

 競技の内容は、太陽光と水と二酸化炭素を原料とする人工光合成的なプロトタイプ装置

を構築して、３日間の運転により利用可能な燃料を合成することとなっております。具体

的には５メーター掛ける５メーターのスペースと水と二酸化炭素が大会事務局から供給さ

れまして、その中において装置なりシステムを持ち込んで、３日間で燃料を作成する。最

終的にはスターリングエンジンを回せるかどうかということと、できた燃料の組成の量が

どれぐらいになっているかということで評価されるということになっております。 

 本来は2021年６月から７月にかけて大会が開催される予定だったのですが、コロナの影

響で昨年６月から７月に開催が延期いたしました。書類としては22チームの応募があった

そうです。その結果、当方を含めてフランスＣＥＡのチームとケンブリッジ大学のチーム、

３チームがグランドファイナルと呼ばれる決勝大会に進出いたしました。ちなみにフラン

スのチームはペロブスカイトを使った水電解で水素を生成して、バイオメタネーションで

メタンを合成するというタイプです。ケンブリッジ大学もペロブスカイト型の多層セルで

直接的にsyngas、ＣＯプラス一酸化炭素プラス水素を作成するというシステムを持ち込ん

でまいりました。 

 次のページをお願いします。当方のシステムはARPChemで開発しております光触媒パネ

ルという光触媒で水を酸素と水素に分解してしまうシステム。それに水素と酸素が両方出

てきますので、これを分離するシステム。それと分離された水素とＣＯ２を反応させてメ

タン化するシステム。これは日立造船さんのシステムをお借りして持ち込んでおります。

これにてこのコンテストに参加いたしました。 

 次のページをお願いします。これが現場の様子でございますけれども、左側が光触媒パ

ネルを並べているところでございます。右側にそれぞれ酸水素の分離膜ですとかメタン化

の反応器ですとかそれを制御する制御盤という形の写真になってございます。 

 次のページをお願いします。実際の運転状況でございますけれども、赤線は３日間の太

陽光の強度でございます。７月４日14時から16時ぐらいまでぼこっと落っこちております

が、ここで雷雨に見舞われたということでございます。ここでイギリスのシステムが雷雨

でかなりダメージを受けたと聞いております。２日目、３日目は非常に好天に恵まれて、
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順調に酸水素の生成量が右肩上がりで、直線的に上がっていますけれども、パフォーマン

スを発揮したという形になってございます。 

 次のページをお願いします。生成ガスの状態ですけれども、左側の写真、７月４日のモ

ーニングと書いてある黒いバッグがしぼんだ状態になっております。それが最終的に右側

の写真、７日の朝には生成されたガスでこれぐらい膨らみましたということです。下の写

真はガスバーナーを使って、左側にあるのがスターリングエンジンですけれども、ここへ

温めて、このエンジンを回すことができたということになります。ちなみにイギリスチー

ムは回すことはできたようです。フランスチームは回すことができなかったと聞いており

ます。その後、できたガスの組成とかを評価されまして、最終的に72時間の運転は継続す

ることができまして、その後組成の評価に至ったということになります。 

 次のページをお願いいたします。結果的に12月５日に受賞のセレモニーがございまして、

当方日本チームが優勝することができまして、右側の写真にありますように５ビリオンユ

ーロの賞金を頂いたという形になっております。 

 以上御報告でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。続きまして、ＪＯＧＭＥＣ・和久田委員からお

願いいたします。 

○和久田委員  ＪＯＧＭＥＣ・和久田でございます。私からは制度面での取組について

御紹介したいと思っております。 

 まず、資料の１ページ目を御覧いただければと思いますけれども、昨年11月に法律を改

正しまして、これまで石油天然ガス・金属鉱物資源機構という組織名でしたが、エネルギ

ー・金属鉱物資源機構ということで、私どもの取組の対象範囲も拡大いたしました。それ

が右側のグリーンで書いてあるところですけれども、業務の中にＣＣＳ、洋上風力、それ

から水素、アンモニア、合成燃料を追加いたしました。組織の名前も英語名称もここに書

いてあるような名前に変えておりますけれども、引き続きＪＯＧＭＥＣとして実施してお

ります。それから、水素、アンモニアに焦点が当たることが多いですけれども、それだけ

ではなくて合成燃料も対象としております。 

 具体的な業務の中身につきましては、その次のページでございますけれども、私どもの

業務については、左側の事業段階で言うと、事前調査の段階から製造、さらには貯蔵に至

るサプライチェーン全体をつなぐということを旨としておりまして、事前調査につきまし

ては、事業支援として事業性評価支援、要はＦＳを含めた経済性なり技術面での分析をし
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ていくという事前調査での支援、その後は製造から貯蔵に至るところはリスクマネー、具

体的には出資、それから債務保証の支援をしていくということであります。 

 それから、側面支援といたしましては、技術調査、技術開発といった技術面での支援、

さらには様々な資源国との資源外交ということで、特に資源国での制度面の整備がまだ必

要だということであれば、キャパシティビルディング、研修の受入れを含めた人材面での

支援を実施しております。 

 その次のページが今私どもが参画中の水素・アンモニア・ＣＣＳ事業でございますけれ

ども、豪州、東南アジア、北米、中東含めた様々な各国でのＦＳ調査、それから様々な技

術事業性の検討の支援をしております。今のところ合成燃料の案件はございませんけれど

も、先ほど申し上げましたように合成燃料も対象になっておりますので、そうした案件に

ついても企業からの御相談があれば、ぜひ積極的に支援をしていきたいと考えております。 

 その次のページをお願いします。それから、資源外交につきましては、様々な国とのＭ

ＯＵの締結を進めておりますけれども、例えば一番左で言いますと豪州の西オーストラリ

ア州政府とのＭＯＵ、これは昨年12月に署名しましたが、水素、アンモニアに加えて、合

成燃料についても対象としております。 

 それから、真ん中がオマーン、これも昨年末ですけれども、オマーンエネルギー・鉱物

省とのＭＯＵにつきましても、水素、アンモニアのみならず合成燃料も含めて、今後の商

業的・技術的課題について連携していくこととしております。 

 それから、サウジアラムコとのＭＯＣの署名につきましても、ＣＣＵＳ分野での協力も

対象としておりまして、合成燃料分野での各国との協力を加速化していきたいと考えてお

ります。 

 その次のページをお願いします。特に制度面での制度整備を進めていきたいと思ってお

りまして、ＣＩというのはカーボンインテンシティ、ＣＯ２の排出原単位ですけれども、

そのガイドラインの第２版を今準備しております。第１版は、昨年５月に特に水素、アン

モニア、ＣＣＳでのガイドラインを公表いたしました。こちらにつきまして、今日本ガス

協会さんと協力して、第２版について合成燃料であるe-methaneの算定方法を追加いたし

たいと考えております。e-methaneにつきましては、右側にございますように、製造に関

わる環境負荷をＣＩで示す方法論を設定しているということでございますけれども、特に

e-methaneが国内及び海外で製造される事業を考慮いたしまして、ＬＮＧに混成した場合

の算定の考え方を含めて今、ＣＯ２排出のＣＩの考え方を整理いたしております。これに
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つきましては、３月末にパブリックコメントを開始する方向で鋭意作業を進めており、

近々皆さんにもお示しできるのではないかと考えております。 

 私からは以上でございます。ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、最後になりますけれども、大阪ガ

ス・宮川委員から御説明お願いいたします。 

○宮川委員  大阪ガスの宮川でございます。本日はこのような貴重な機会を頂戴いたし

まして、ありがとうございます。昨年12月にプレスリリースさせていただきました米国中

西部におけるバイオマス由来ＣＯ２を用いたe-methane製造に関する実現可能性の検討に

ついて御説明させていただきます。 

 まず、１ページを御覧ください。当社は、2030年のe-methane１%導入を目指し、安価な

再生可能エネルギー、ＣＯ２並びに既存のＬＮＧ設備があるエリアでのサプライチェーン

構築を検討しており、2025年度の投資意思決定を目指しております。また、2030年以降の

さらなるe-methane導入を目指し、日本だけではなくアジア地域での利用拡大に向けた検

討も進めております。本日御紹介させていただきますのは、このうち米国中西部でのバイ

オマス由来ＣＯ２を用いたe-methane製造プロジェクトとなります。 

 ２ページを御覧ください。本プロジェクトの概要です。本プロジェクトでは、米国中西

部でバイオエタノールを製造する過程で副産物として発生するＣＯ２と、天然ガス由来の

ブルー水素を原料に、年間最大20万トンのe-methane製造を想定しております。20万トン

という規模は、当社都市ガス販売量の約４％に相当しますが、実際に建設するプラント能

力は今後検討してまいります。 

 また、原料となる水素についても、将来的にはグリーン化を検討していきます。 

 製造したe-methaneは米国内の既設の天然ガスパイプラインを通じて、フリーポートＬ

ＮＧ基地から日本へ輸出する予定です。 

 ３ページ目を御覧ください。プロジェクトの検討体制です。本プロジェクトは、米国の

ガス・オイルパイプラインを運営するTallgrass社がプロジェクト全体の取りまとめを行

い、ＣＯ２の供給はバイオエタノールを製造、販売するGreen Plains社が行います。当社

は製造したe-methaneの引取りを行うとともに、メタネーション技術の支援を行います。

既にパートナー２社とは初期的なＦＳを完了しており、昨年12月に３社でＭＯＵを結び、

今後詳細なＦＳを行うこととしています。 

 ４ページ目を御覧ください。これまでの３社での検討により、米国内でのe-methane製
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造エリアの絞り込みを行っています。製造エリアの選定に当たっては、バイオマス由来の

ＣＯ２を確保できるバイオエタノールプラントが存在すること、ブルー水素製造に必要な

ＣＣＳ有望エリアが存在すること並びにフリーポートＬＮＧ基地から輸出可能な既設の天

然ガスパイプラインが存在することの３つの条件を考慮し、米国中西部を選定いたしまし

た。また、本プロジェクトの特徴でありますバイオマスＣＯ２の活用については次のペー

ジで御説明いたします。 

 ５ページ目を御覧ください。本プロジェクトで活用を予定しておりますバイオマス由来

ＣＯ２は、副産物のため、今も大気放散されておりますけれども、米国側で排出カウント

をする必要がなく、日本側で排出カウントなしとした場合にも、米国側の排出カウントに

影響を与えない可能性が高くなります。 

 一方で、現状ではe-methaneの利用に関する企業、国家の排出報告ルールが定まってい

ないため、国としての排出量を国連に報告するためには、バイオマス由来ＣＯ２を利用す

る場合であっても、あらかじめ両国でのＣＯ２排出カウントに関する協議、合意を行う必

要があります。 

 続いて６ページ目を御覧ください。今後のスケジュールです。既にこれまで概略ＦＳは

完了しており、今後は2023年度半ばまで詳細ＦＳを行います。 

 さらに、2030年の導入開始に向けては、2023年度中の基本設計の開始、2025年度の投資

意思決定を目指します。 

 最後、７ページは本事業実現に向けた政策要望です。本事業実現のためには、e-

methaneの輸入、利用が、日本のＮＤＣ達成、企業の排出削減に貢献することが必要であ

り、米国とのＣＯ２カウントに関する二国間協議やＳＨＫ制度において利用時排出ゼロを

位置づける必要があります。 

 加えまして、e-methaneを調達する際の天然ガスとの値差に着目した商用化支援の仕組

みやe-methaneの証書制度や取引の仕組みについても御検討をお願いいたします。e-

methane証書は、先ほどＪＧＡ様から説明のあった民間のクリーンガス証書や米国におけ

るe-methane証書の政府認証についても御検討をお願いいたします。 

 本事業の投資意思決定は2025年度を予定しており、事業予見可能性を確保する観点から、

それまでの政策実現をぜひともお願いを申し上げます。 

 御説明は以上です。御清聴ありがとうございました。 

○山内座長  ありがとうございました。時間も迫っておりますけれども、若干時間があ
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りますので、皆さんに御発言願いたいと思いますが、先ほど前半でＵＢＥ三菱セメントの

島委員が途中で切れてしまいましたので、コメントいただきたいと思います。 

○島委員  前半部分の経産省様の資料３について御意見させていただきたいのですけれ

ども、ＣＯ２の排出を排出者側に計上して、利用者側についてはゼロにするということで

ございましたが、これについてはＪＦＥの藤井様からもありましたように、引き続き慎重

な議論を頂ければと思っております。 

 また、５ページ、６ページ、バイオガス、カーボンリサイクル燃料、バイオマスを燃焼

したときに発生するＣＯ２でメタネーションを行った場合に、燃焼時のＣＯ２排出計上は

ゼロにするという取扱いが可能ではないかとありました。これについては、廃棄物燃料に

ついても適用していただければ、その分についてはＣＯ２のカウントを免れるので、産業

においてメタネーションを適用することには大変有効ではないかと考えております。 

 また、大阪ガスの宮川様から排出側のカウントとなった場合でも、何かしらのインセン

ティブを排出者側に与える必要があるという御意見がありましたけれども、廃棄物燃料か

らのＣＯ２のカウントがなければ、インセンティブに起因する事業者とかメタネーション

業者へのコスト負担がなくなりますので、セメント産業を巻き込んだ普及が図られるので

はないかと思います。 

 この議論は、次の環境省様の資料においても出てきておりまして、現状、調整後排出量

において廃棄物由来のＣＯ２は控除されておりますので、メタネーションにおいても調整

後排出量を用いた考え方が適用されることを希望しております。 

 私から以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、後半の部分について御発言御希望の

方は挙手機能でお願いしますが、あまり時間もないものですから、できる限りということ

で。それでは、ＤＢＪの伊東委員、お願いいたします。 

○伊東委員  まずは本協議会の設営等、様々な議論にわたる取りまとめ、事務局の皆さ

ん、本当に御苦労さまです。ありがとうございます。 

 １点だけ。ＪＯＧＭＥＣさん等から御説明いただいたお話につきまして、ファイナンス

側としてはこのようなまだ予見可能性が定かでない部分に対する金融的にやりやすくなる

ような仕組みは非常にありがたく、一方で今後ＧＸ機構とかいろいろな仕組みができてく

ると思いますので、いわゆるポテンヒット的にならないように、重なり合っても多少オー

バーラップしながらやっていくような体制を整えていただけると、こちらとしても非常に
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やりやすいかなというのが１点と、皆様からも御意見ありましたけれども、やはり水素、

アンモニアと並ぶような値差補填の仕組みであったりとか、回収可能性と予見可能性が高

められるような政策を今後ともぜひよろしくお願いできればと思います。 

 以上です。 

○山内座長  ありがとうございました。次の御発言、高畑様の名前なのですが…… 

○高畑様（木本委員代理）  東京ガスの高畑でございます。木本の代理として発言させ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

 ３点ほどございまして、まず１点目は技術の側面ですけれども、ＩＨＩ様のプレゼンで

もありましたが、こういった国内の実証が増えていくことで、e-methaneの社会実装の拡

大にも資すると同時に、海外での日本の技術を活用した展開といったところも貢献できる

いのではないかと思いますので、事業者としても引き続き期待とともに連携してまいりた

いと思います。 

 ２点目は、ＪＯＧＭＥＣ様のプレゼンでございますけれども、今回の法改正によってe-

methaneのプロジェクトに対する事業性評価支援、そしてリスクマネーの供給等も可能に

なったこと、大変ありがたく思っております。先ほどの木本の発言でもありましたが、弊

社含め三菱商事様、ガス業界として北米キャメロンプロジェクトに今取り組んでおります

ので、ＦＥＥＤ等の御支援に関してまた改めて御相談させていただく機会があろうかと思

いますが、引き続きよろしくお願いいたします。 

 最後３点目でございますが、大阪ガス様のプレゼンテーションでもございましたが、こ

ういった形でe-methaneの１％導入に向け、その先を見据えた形で複数のプロジェクトを

検討していくといったところは非常に重要だと認識しております。そのため先ほどの橘川

先生、秋元先生、三菱商事の戸嶋委員もございましたが、e-methaneの原材料の複数のも

のを取り扱う、ＣＯ２の安定調節や拡張性、賦存量も鑑みますと、化石燃料由来、そして

バイオマス由来も含めて多様なリソースを確保していくといったところが重要であると考

えております。 

 特にＣＯ２のオリジンにかかわらず、水素キャリアとしてのe-methaneというのは、環

境価値はサプライチェーン全体で鑑みますと、全て同じカーボンニュートラルと認識して

おりますので、こういった海外プロジェクトの実現におきましては、国際ルールに向けて

本日前半の議論でもありましたが、引き続き協議、検討を国の皆様、そして民間の事業者

としても一緒に検討できたらと思います。 
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 以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございます。それでは、次は三菱商事の戸嶋代理、お願いいた

します。 

○戸嶋様（齋藤委員代理）  東京ガスの高畑様もお話しされたものをエコーする形で恐

縮なのですが、まず各社様の技術開発に関しましては、e-methaneの導入と普及のために、

スケールアップや高効率化は欠かせないことだと思っていますし、また引き続き事業者サ

イドとして適切な情報連携を図らせていただきたいと思っております。 

 ２点コメントさせていただきたいのですが、まずトールグラスの案件で宮川様から御紹

介いただいた、バイオマス由来のＣＯ２とブルー水素を原料とする具体的案件が検討され

ていらっしゃるということは大変頼もしく感じております。様々な課題に対する議論が深

まって、e-methaneの普及拡大につながるものと感じております。 

 その一方で、先ほどの制度、国際動向のテーマでもお話しさせていただいたとおり、経

産省様、環境省様の皆さんには、様々な原料の取組を御支援いただきつつ、原料の限定を

しないようなことを共通認識として取り進めていただきたいと思っております。 

 ２点目は、高畑様からもお話しされたとおり、ＪＯＧＭＥＣ様からのＦＥＥＤのコスト

への補助や値差支援といった商用化の支援に関しましては、ＣＯ２のカウントルールの確

立や証書に関する検討に加えて、関係者の間で検討を加速化させていく必要があると思っ

ております。 

 本年度６月をめどに、ガス事業制度の検討ワーキンググループでの中間取りまとめでの

進捗にも期待しております。キャメロンでの取組を行う事業者サイドとしては、具体的な

案件の進捗として、23年度のプロジェクトでのメルクマールが達成した時点などでは、関

係者の皆様に適切な検討の進捗を共有させていただいて、プロジェクトの認知度向上に向

けた取組を継続していきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 私からは以上でございます。 

○山内座長  ありがとうございました。まだたくさん御議論あろうかと思いますけれど

も、ちょうど時間が参っておりますので、この辺で議論を閉めたいと思います。 

 一言だけ感想を言わせていただくと、この協議会が始まった頃と比べるとかなり進捗が

見られて、先ほど秋元委員もおっしゃっていましたけれども、そういう感じを持っており

ます。皆さんの御感想はもっとこれを進めていくということですので、事務局よろしくお

願いしたいと思います。 
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 それでは、本日、委員の皆様から様々な御意見頂きましたので、まとめてもらいたいと

思います。きょう松山部長がいらっしゃっていますが、一言お願いしたいと思います。 

○松山部長  きょうもありがとうございました。本年度最後になります協議会でござい

ますが、先ほど山内座長からお話もございましたように、今年の議論も10回を数えるわけ

ですけれども、日を増すにつれましてどんどん技術的なプロジェクトの進展ですとか海外

の調査ですとか制度に向けての取組ですとか、きょうお集まりいただいた皆様方を中心に、

この協議会の中での議論、その前提となる様々なお取組が非常に速度速く前に進んできて

おりますことに、この場を借りて心より感謝を申し上げたいと思います。 

 今月10日にＧＸの基本方針を閣議決定したわけでございますが、カーボンニュートラル

社会の実現は簡単ではないと我々も思っています。ただ、25年という時間軸を見据えなが

ら、社会というものをカーボンニュートラルに変えていくという大きな社会改革の取組を

進めなければいけない。これは私ども政府の立場だけではとてもではないけれどもできる

ものではなくて、実際に技術を開発していかれる方々、そこで直面する課題の解決、同時

にグローバルにビジネスとして展開していくというビジネスとしての視野と一緒になって

進めなければいけないものだと思っています。 

 今方針の中でもカーボンニュートラルに向けたリサイクル燃料として、メタネーション、

e-methaneというものを中軸として位置づけて我々も取組を進めていきたいと思っており

ます。そのためには繰り返しになりますけれども、技術をどう実装していくかというお話、

国内という話とグローバルというお話、どうしてもこういうものはないものねだりでこう

いうものをやってくれ、やってほしいと思うだけではなかなか実現していかない。そのた

めにはベースとなるような実装を進めていかなければならないわけですし、それを裏打ち

するにはルールがあり制度がありということになって、大きなダイナミズムをどう動かし

ていくかということなのだと私どもこの場を通じて勉強する次第ですし、気持ちを新たに

するところであります。 

 どうか皆様方におかれましてきょうの議論をさらに深めていっていただいて、足元の今

ある課題の克服に注力いただくとともに、同じ2050年のカーボンニュートラル社会を実現

するチームという大きな時間軸と遠くを見つめる視点を常に一緒に持っていただいて、非

常に難しいですが、決してめげることなくこの課題にさらに一緒に取組を進めていただけ

ればと期待したいと思います。 

 我々も審議会での議論も開始していきます。きょう報告申し上げたものを含めて、様々
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なものを進めていきたいと思いますが、また来年度もこの協議会の下で、山内座長の下、

議論をさらに深めていっていただけることを期待しております。本日もありがとうござい

ました。 

○山内座長  ありがとうございました。それでは、本日の議論は以上ということになり

ますが、今後の予定について事務局からお願いできますか。 

○野田室長  次回につきましてまた改めて連絡させていただきます。 

○山内座長  承知いたしました。 

 それでは、以上をもちまして第10回メタネーション推進官民協議会を終了といたします。

本日はどうもありがとうございました。 
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